長 　  政　 　号　　外
平成２３年　６月１５日

　県内各
　　特別養護老人ホーム
　　養護老人ホーム　　　　　運営法人の代表者　殿
　　軽費老人ホーム　

　　介護老人保健施設

　（仙台市内に設置されるものを除く）

宮城県保健福祉部長寿社会政策課長　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（公　　印　　省　　略）

介護施設等自家発電装置整備事業に係る国庫補助金について（通知）
　本県の高齢者福祉行政の推進につきましては，日ごろ格別のご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて，標記の事について国庫補助が行われることとなりましたので，協議を希望する場合には下記により協議書を提出願います。
記
１　協議対象施設
　・特別養護老人ホーム
　・養護老人ホーム
　・軽費老人ホーム
　・介護老人保健施設
　※　仙台市内に設置されているものは除く。
２　対象事業

　・計画停電時等における人工呼吸器，酸素療法，喀痰吸引等の機器の作動に必要な電力を供給するための自家発電装置を既存施設の余剰スペース等に設置する事業。 
　※既存施設の躯体に影響を与えたり，専用の別棟の施工が必要なものは除く。

３　対象経費
　・自家発電装置の設置に必要な備品購入費（備品設置に伴う工事請負費，運搬費を含む）
４　対象外経費
　・自家発電装置の設置に伴う建造物の改修費（建物の躯体に影響を与えない程度の軽微なものは除く）及び車庫等の移設費。
　・燃料費等，自家発電装置の設置後，装置の稼働に要するもの。
　・電源車及び車両のバッテリーの購入費（人工呼吸器等の機器の稼働に用いるためであっても対象外）

　・その他，整備事業として適当と認められないもの。
５　補助額
　・基準額　9,000千円　
　・対象経費実支出額　　　　　　左記３つを比較して最も低い額の１／２
　・総事業費－寄付金等の収入　　　　　　　（最大で4,500千円を補助）
　　
６　協議の方法
　（１）提出書類（法人ごとに各施設分を取りまとめの上，提出願います。）
　　　①　「介護施設等自家発電装置整備事業 所要見込額内訳書」（別添１）
※施設ごとの状況を記載願います。

②　「介護施設等自家発電装置整備事業 事業計画書（個票）」（別添２－②）
　　　※施設ごとではなく，設置主体ごとに作成願います。
　　　③　算定の根拠となる見積書及び請求書（既に装置を購入した場合）等

　（２）提出期限　　【第一次期限】　平成２３年６月２４日（金）
　　　　　　　　　　【第二次期限】　平成２３年７月２２日（金）

　　　※第一次期限までに提出が困難な場合には，第二次期限までに提出願います。

　（３）提出方法　　郵送（法人ごとに各施設分を取りまとめの上，提出願います。）
　（４）送 付 先　　宮城県保健福祉部長寿社会政策課在宅・施設支援班

　　　　　　　　　　〒９８０－８５７０

　　　　　　　　　　仙台市青葉区本町三丁目８－１
　　　
７　その他

　（１）仙台市内に設置されている施設については，仙台市が補助を行う予定ですので，
所要見込額には計上しないよう留意願います。

　（２）国庫補助金交付要綱，事務取扱要領，事務取扱に関するQ＆A，提出書類様式及

び記載例等を当課ホームページに掲載していますので，参照願います。
　　　※参照ホームページ　宮城県保健福祉部長寿社会政策課HP

　　　　　　　　　　　（http://www.pref.miyagi.jp/chouju/）
	長寿社会政策課

在宅・施設支援班　　

TEL：022－211－2549

FAX：022－211－2596

MAIL：choujut2@pref.miyagi.jp








